
1,843 624 0 0 2,467 25.3% -0.6%

(14,345) (2,011) (0) (0) (16,356) (12.3%) (7.0%)

1,057 163 0 0 1,220 13.4% -2.3%

(1,458) (198) (0) (0) (1,656) (12.0%) (-2.1%)

会計監査人の選解任 34 0 0 0 34 0.0% 0.0%

役員報酬(*1) 615 110 0 0 725 15.2% -1.3%

退任役員の退職慰労金の支給 97 82 0 0 179 45.8% -4.7%

剰余金の処分 1,421 42 0 0 1,463 2.9% 0.6%

組織再編関連(*2) 40 0 0 0 40 0.0% 0.0%

買収防衛策の導入・更新・廃止 19 42 0 0 61 68.9% -0.6%

その他 資本政策に関する議案(*3) 98 0 0 0 98 0.0% 0.0%

474 8 0 0 482 1.7% -0.1%

1 3 0 0 4 75.0% 3.6%

5,699 1,074 0 0 6,773 15.9% -0.6%

(18,602) (2,496) (0) (0) (21,098) (11.8%) (4.9%)

(*1) 役員報酬額改定、ストックオプションの発行、業績連動型報酬制度の導入・改訂、役員賞与等
(*2) 合併、営業譲渡・譲受、株式交換、株式移転、会社分割等
(*3) 自己株式取得、法定準備金減少、第三者割当増資、資本減少、株式併合等

11 132 0 0 143 92.3% -5.9%

(11) (147) (0) (0) (158) (93.0%) (-5.3%)

(　）：取締役選任議案、監査役選任議案を候補者単位でカウントした場合

（集計対象議案）
・信託勘定で保有する国内株式において、2017年7月から2018年6月に開催された株主総会の議案で、
　かつ、弊社議決権行使ガイドラインに基づき指図を行なったものが対象。

【議決権行使の概況】
・個別議案の行使判断に当たっては、議決権行使を行うための判断基準として独自に定めたガイドラインに則り、
　企業との対話の結果等も活用し、自らの責任と判断のもと行使しています。なお、弊社の親会社等株式については、
　弊社議決権行使ガイドラインに基づく外部の第三者による助言に従い行使しています。

・2017年7月から2018年6月に開催された株主総会の数は2,115総会、議案数は合計6,916件あり、
　会社提出議案6,773件に対して賛成5,699件、反対1,074件、
　株主提出議案143件に対して賛成11件、反対132件の議決権行使を行いました。

・会社提出議案合計の反対比率は15.9%（前年比△0.6%）と前年から大きく変化していません。
　なお、候補者単位でカウントした場合、会社提出議案合計の反対比率は11.8%（前年比＋4.9%）に上昇しています。
　これは、議決権行使ガイドライン改定において、反対対象者の見直しを行い、反対対象者が増加したことに伴うものです。

・主な議案の行使状況は以下の通りです。

　  取締役選任議案では、社外取締役候補者が大株主出身者など独立性の観点から問題があると考えられる場合や、
　　社外取締役が一定数未満の場合などに反対しました。

　  監査役選任議案では、社外監査役候補者が大株主出身者など独立性の観点から問題があると考えられる場合や、
　　監査機能の低下が懸念される監査役減員の場合などに反対しました。

    退職慰労金支給議案及び役員賞与議案では、経営の監視・監督役としての機能が求められる監査役、
　　社外取締役等への支給が行われる場合などに反対しました。

　  買収防衛策議案では、独立性のある社外取締役が取締役総数の1/3以上選任されていない等、発動時における
　　意思決定の透明性、妥当性を担保する仕組みに問題があると考えられる場合などに反対しました。

以　上
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議案別議決権行使状況（国内株式）
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スチュワードシップ委員会の報告 
スチュワードシップ委員会より、当該期間のスチュワードシップ活動について利益相反の観点から問題ない旨の意見
を得ています。 


